






































































































































































































































































































































































































































































































占領地 対　日　援助　費米国会計年度 行政費 合　　計ガリオア エロア 小　　計

























期　　間 米国援助 商　業輸　　入 内，米軍余剰 輸　　入 内，米国から 輸入総額
物資放出 の輸入
ユ945，9－46、ユ2ユ92，893 53，780 112，7ユ7 105，O00305，6ユ1
1947，1－47．12404，434 8，44ユ 119，工C8 78，722 523，542
ユ9481ユ～48，！246ユ，005 3，493 223，216104，495684，220
1949．ユー49．12534，750 2，166 370，095 ユ42，86ユ 904，845
1950，！－50，1236！，293 2，426 613，046 89，141 974，339
ユ951．ユー51．12180，34ユ 2，4992，037，036 590，2662，217，377




















































































































































































































































英 パキスタン 一英ポンド SCAP商業
ポ アイルランド 現金決済 勘定（英ポンド）
ン オーストラリア，連合王国
ド コロンビア，インド 日英通貨協定に基づく，英ポン SCAP商業地 南アフリカ，セイロン ド決済 勘定（英ポンド）域 ニュージーランド
?? アルゼンチン，香港
?? ブラジル，韓国
フインランド，オランダ??
フランス連含，フィリピン 米ドル建 個別のオープン．??
一印度支那，スウェーデン 交互計算方式 アカウント
ト
地 西ドイツ，台湾域 インドネシア，タイ
（出典）　SCAP，HIstoryofNoo・MlltaryActivltiesofO㏄upled　Jap加，Vol．50，pp172－175
London．）ほか3行となった。
　1949年9、月30日，SCAPは同年11月、ユ日を期して，日本貿易勘定（SCAP商
業勘定）の管理権を日本側へ移管する旨通告してきた。これについては，外国．
為替管理委員会の項で詳述する。
3、占領期の対外決済レート
（A〕輸出為替レート
わが国の輸出貿易は，終戦以降1947年8月15日までSCAPの管理の下に専ら
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政府（貿易庁）の手を経て行なわれていた。同日以降は制限付民問貿易が実施
され，海外のバイヤーと日本の業者との直接の商談が認められるに至ったもの
の，契約の当事者は政府（貿易庁）であった。しかし，1948年8月15日以降は
制限が解除され，国内業者は輸出契約の直接の当事者となりうるに至ったので
ある。
　また，終戦以降1948年10月中旬迄，輸出品のドル建価格（対外価格）と円建
価格（国内価格）との聞には何ら直接的な関係はなく，その円建価格は原価計
算に基づく国内統制価格（公定価格）を基準として個別に決定され，政府より
輸出業者に右輸出代金が支払われた。したがって，終戦から1948年10月までは
本来の意味での「為替レート」は存在しなかったのである。
　1948年10月中旬以降，輸出品の円建価格の決定を簡素化するため，商品別の
円建価格算出基準が設定されることとなった。これは，外国業者との商談によ
り決定されたドル建価格に，この算出基準を乗じたものをそのまま円建価格と
する制度であって，P．C．S．（PriceComputingSystem）あるいはP，R，S．（Price
RatioSystem）と呼ばれたが，いわば複数為替レートというべきものであった。
　この算出基準は，1948年10月以降，単一為替レート決定まで，十数回にわた
り改訂され，その最高は600円（ガラス製晶，陶器等）に達していたが，単一
為替レート設定に備えて，工949年2月1日以降は最高450円に，さらに3月25
日以降425円に引き下げられた。この結果，1949年3月末における，これら算
出基準の加重平均値は330円であった（輸出繊維晶の円ドル・レートは4月1日，
330円，350円，420円の3本建となった）㈱。
（B〕輸入為替レート
　わが国の輸入貿易（援助輸入を含む）は，終戦以来終始政府の手を経て行な
われてきた。政府による輸入品の国内払下げは，1949年3月末に至るまで，国
内の物価体系維持のため，ドル建価格（対外価格）とはなんら関係なく，国内
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統制価格を基準として決定されてきた闘。この間，輸出の場合と同様に本来の
意味での為替レートは存在しなかった。
　1949年4月に至り，単一公定レートの設定に備えて，価格差補給金の交付さ
れる食糧，肥料その他の重要物資を除き，輸入物資の払下げ価格は330円の予
算比率で計算されることとなった。なお，輸出用原綿及び原毛については，
1949年2月1日以降国内繊維の払下げ実施に伴い，ユドル250円の換算レート
が適用されていた。
lC〕貿易外取引レート
　海外への送金，外国電報料金の支払，本邦人の海外消費，海外からの持帰金
等については，「軍用交換レート」が適用されたが，外国船舶の修理等その他
の貿易外取引については，円ドル問に特定の換算レートがなく，円建価格は原
価を査定して決定された。
（D）単一為替レートの決定
　1949年4月25日に至り，次の単一為替レートが決定された。
　　基準為替レート：1米ドル＝360円
　　裁定為替レート：1英ポンド＝1450円80銭
　　　　　　　　　　（9月22日以降ユポンド＝1008円と改訂）
　しかし，当時の対外経済関係においては，円資金と外貨資金とは直接関連し
ていなかった。即ち，政府が行なうのは貿易及び貿易外取引に伴う円収支の経
理に止まり，外貨資金はSCAPが依然管理していたのである。したがって，単
一為替レートが設定されても，基本的な対外取引の方式には何ら変わりなかっ
た。しかし，ユ949年11月，SCAPの管理下におかれていた外貨資金の一部が日
本側へ移管されると，初めて平常かつ自主的貿易の形態に復し，同年12月から
外為法の施行により，外国為替の売買相場も1950年1月16日，第7表のように
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　343
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第7表
1．外国為替管理委員会売買相場
（単位：円）
電　　　信
一覧払手形
アメリカ合衆国通貨（射ル）
売
360，35
買
359．65
359．15
連合王国通貨（圭言ンド）
売
1，008，98
買
1，007，02
1，O04．9！
2、銀行及び両替商売買相場（銀行間取引を除く）
電　　　信
一覧払手形
輸入手形決済
361．05
361．05
361．55
358．95
358．45
1，010，23
1，010，23
1，012，34
1，O05，77
1，O03．66
（出典〕外国為替管理委員会「外国為替の売買相場を定める件」（昭和25隼外為委告示第
　　　1号〕195C年1月
決定されたのである。
（本稿は，1995年度商学部徳井研究振興基金より研究助成を受けて実施した「占
領期における在日外国銀行の総含的研究」の研究成果の一部である。）
注ω立脇利夫帷日外国銀行史」日本経済評論社，1987年参照。
／2）米国及びSCAPの指令・覚書等は，外務省特別資料部編『日本占領及び管理文書集』東洋経済
　　新報杜，昭和24年参照。
竹前栄治『GHQ』岩波書店，1983年，44ぺ一ジ。
日本銀行r日本銀行沿革史」第4集，第5巻，昭和45年，39ぺ一ジ。
米軍が定めた米ドルの，円を対価とする売却レート。
日本銀行，前掲書，48ぺ一ジ。
　〃　　53ぺ一ジ。
　カ　　59ぺ一ジ。
　〃　　65ぺ一ジ。
　4　　70ぺ一ジ。
　4　　80ぺ一ジ。
日本銀行，前掲書，第4集，第ユ5巻，590ぺ一ジ。
日本興論調査研究所『金融総合年鑑』昭和24年版，産業経済新聞社．昭和24隼，37ぺ一乳
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（i4通商産業省通商局通商調査課編『日本貿易の展開』商工出版社，1956年、98ぺ一ジ。
鯛　日本興論調査研究所，前掲書，37ぺ一ジ。
㈱　上掲書，38ぺ一ジ。
○カ市村斌「わが国の終戦後における貿易再開の経緯と外国為替公認銀行の歴史について」110『外
　国為替』第122号，昭和3C年7月ユ5日，29ぺ一ジ。
○魯ガリオア・エロアといった米国の対日援助は，当時日本では無償援助と考えられていたが，そ
　の後米国政府は援助の部分的返済を要請したため，ユ954年5月から交渉が開始された。その結果，
　1961年6月に至り，日本は総額皇億9，OOO万ドルをユ5年の分割返済とすることで含意し，協定に
　調印した。1962年協定が発効し，返済が開始された。（岩波書店『日本近代総合年表』第2版，
　1984年）
○戴　日本興論調査研究所　前掲書，35ぺ一ジ。
鮒　上掲書，35ぺ一ジ。
刎　上掲書，36ぺ一ジ。
鯛　通商産業省，前掲書，98ぺ一ジ。
鯛　上掲書，同ぺ一ジ。
㈱　上掲書，552ぺ一ジ。
㈱　上掲書，614ぺ一ジ。
醐極東委員会（Far　Eastem　Commlsslon〕は日本管理に関する政策を決定する機関で，ソ，英、
　米，中，仏，蘭，加，豪，ニュージーランド，インド，フイリピン，ビルマ，パキスタンの13ケ
　国で構成されていた。委員会の決定は直接日本政府を拘東するものではなく，米国政府がその決
　定の趣旨に従って指令を作成し，それをSCAPに伝逢し，更にSCAPがそれを実施する指令を目
　本政府に発して初めて日本政府を動かしたのである。
碗　日本銀行，前掲書．第4集，第ユ5巻，602ぺ一ジ。
鯛　高石末吉『覚書終戦財政始末』第ユ2巻，大蔵財務協会，昭和39年，105ぺ一ジ。
鯛　高石，上掲書，54ぺ一ジ。
亀⑪　日本銀行．前掲書第4集，第12巻，380－381ぺ一ジ。
蜘　SCAP，H】story　of　Norl－Mlllt豊ry　Actlv1ties　of　Occupled　Japan，VoL50，pp172・175
鯛　加藤恒三郎『外国為替の理論と実務』（上）外国為替研究協会，昭和29年，464ぺ一λ
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